
議案第４２号

   さいたま市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部を改正する条

例の制定について

 さいたま市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部を改正する条例を

次のように定める。

  平成２７年２月４日提出

さいたま市長 清 水 勇 人  

   さいたま市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部を改正する条

例

 さいたま市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例（平成１３年さいたま市

条例第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（趣旨） （趣旨）

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２０４条の規定に基づき、市長、副

市長、水道事業管理者、教育長、常勤の監査委員

及び特別職の秘書（以下「市長等」という。）の

給与に関し必要な事項を定めるものとする。

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２０４条の規定に基づき、市長、副

市長、水道事業管理者、常勤の監査委員及び特別

職の秘書（以下「市長等」という。）の給与に関

し必要な事項を定めるものとする。

（給料） （給料）

第３条 市長等の給料は、次に掲げるとおりとする。第３条 市長等の給料は、次に掲げるとおりとする。

 ～  ［略］

 教育長 月額 ８１４，０００円

 ［略］

 ［略］

 ～  ［略］

 ［略］

 ［略］

（期末手当） （期末手当）

第６条 ［略］ 第６条 ［略］

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支

給する場合においては１００分の１４７．５、１

２月に支給する場合においては１００分の１６２

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支

給する場合においては１００分の１４０、１２月

に支給する場合においては１００分の１５５を乗



．５を乗じて得た額に、基準日以前６月以内の期

間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる

区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た

額とする。

じて得た額に、基準日以前６月以内の期間におけ

るその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。

 ～  ［略］  ～  ［略］

３ ［略］ ３ ［略］

 （退職手当）  （退職手当）

第９条 ［略］ 第９条 ［略］

２ 前項の退職手当の額は、次に掲げるとおりとす

る。

２ 前項の退職手当の額は、次に掲げるとおりとす

る。

 ～  ［略］

 教育長 給料月額に１００分の２５を乗じて

得た額に勤続月数を乗じた額

 ［略］

 ［略］

 ～  ［略］

 ［略］

 ［略］

３～５ ［略］ ３～５ ［略］

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２ この条例の施行の際現に地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正

する法律（平成２６年法律第７６号）附則第２条第１項の規定によりなお従前の例

により在職するものとされる同法による改正前の地方教育行政の組織及び運営に関

する法律（昭和３１年法律第１６２号）第１６条第１項の教育委員会の教育長の給

与については、この条例による改正後のさいたま市特別職の職員で常勤のものの給

与に関する条例の規定は、適用しない。

（委任）

３ 前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。


